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研究成果の概要（和文）：本研究は、地区レベルのエネルギー利用に着目し、地区特性を整理し、地区防災を支
える「コミュニティエネルギー」のあり方を示し、デザイン手法の開発を目指した。例えば、地域コミュニティ
の拠点が、災害時には、当該施設の事業継続とともに地区防災を支えるコミュニティエネルギーの拠点として機
能することを想定し、その可能性と有用性を検討した。これらのスタディを通して、防災性能に加え、環境性
能、持続可能性をあわせ持つ共助の地域づくりのための計画と評価、運営の方向性を示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the ideal method of designing “
community energy” for disaster management based on the characteristics of each community. For 
instance, we discussed the possibility and availability of public welfare facilities as community 
energy bases during a disaster. In this study, we proposed the future direction of planning, 
evaluation, and management for community development, which has disaster-resistant and energy-saving
 capabilities, and sustainability, based on the results of survey and research.

研究分野：都市防災

キーワード： 地区防災　環境設備計画　都市・地域計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、地区防災が推進する共助の概念をエネルギーにも適用し、施設・設備の共用やエネルギーの融通に
よる拠点の強化及び共助の促進を目指す「コミュニティエネルギー」のあり方を提示した。本研究の成果は、都
心の高密度地区だけでなく中・低密度地区を含むあらゆる地区の生活・業務継続に寄与するものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）災害時のライフライン途絶による影響と課題 
東日本大震災では地震直後の停電に加え、計画停電や節電が実施された。この影響は長期に
及び、非常用備蓄では対応できなかったが、常用発電設備を有する六本木ヒルズ地区等では機
能を維持した。非常時に自立可能な施設は地域社会に貢献し、BCD（Business Continuity 
District）の実現に寄与する。しかし、災害時に各地区で要求される電力・給水等の供給信頼
性や自立性を評価した上で施設を計画する手法は確立していない。 
（2）地区防災・エリア防災でのエネルギー確保 
都市再生特別措置法の改正により都市再生安全確保計画やエリア防災計画の策定が進められ
ており、災害対策基本法の改正により一定地区内の居住者・事業者による自発的な防災活動に
関する地区防災計画制度が新設された。これらは都心の駅周辺や地域コミュニティにおける災
害時の共助促進を目指すもので、防災活動を支えるエネルギー面での自立性確保は対象外であ
る。一方、エコまち法に基づく低炭素まちづくり計画では防災を含む分野横断的な展開を求め
ており、これを実現可能な施設・地区計画へ落とし込む手法が必要である。 
（3）エネルギーシステムの分散化 
電力小売り自由化が 2000 年より段階的に実施され、小型発電設備や大型蓄電池が実用化され
た結果、エネルギーシステムの小型分散化が進みつつある。また、2011 年以降、再生可能エネ
ルギー固定価格買取制度により各所で太陽光・風力発電設備等の整備が進んだ。しかし、これ
らを環境だけでなく防災（施設・地域の自立性）面から定量評価する手法は確立していない。 
（4）地球環境問題対策（緩和策・適応策）としてのコミュニティエネルギー 
気候変動下における災害リスク増大への対策として CO2等の排出を抑制する「緩和策」と自
然災害に対応する「適応策」が求められている。再生可能・未利用エネルギーの活用は、広域
供給網のみに依存せずオンサイトでのエネルギー生産・利用につながり、環境負荷低減（緩和
策）だけでなく、広域供給網が寸断された時の地域の自立（適応策）にも役立つ。 
（5）コミュニティエネルギーの方向性 
街区内で高性能な施設・設備を共有する仕組み（エネルギー面的利用）は省エネルギー性だ
けでなく防災性の向上にも貢献する。例えば、都心高密度地区や大病院周辺では、自立性の高
いエネルギーシステムを拠点施設に導入することで、災害時には地区全体の機能継続に寄与し、
平常時にも省エネルギー効果が得られることがわかっているが、低中密度地区での効果は明ら
かにされていない。 
 
２．研究の目的 
東日本大震災を契機に、限られたエネルギー資源を無駄なく使い、災害時にも機能を維持で
きる都市・地域づくりが求められている。一方、災害時の共助を強化するため地区単位での防
災計画の策定が進んでいるが、活動を支えるエネルギー確保は計画の対象でない。そこで、本
研究では地区レベルのエネルギー利用に着目し、平常時・災害時の活動をふまえた地区特性を
整理したうえで、地区防災を支える「コミュニティエネルギー」のあり方を示し、計画から運
営に至るデザイン手法の開発を目指す。 
 
３．研究の方法 
供給系ライフライン途絶が都市・地域活動へ与える影響と課題を調査したうえで、首都圏を
対象にスタディを実施した。既往の統計データや調査データに基づき、平常時と非常時の地域
特性を整理し、各地区で拠点となりうる既存の中核施設を設定した。周辺施設との連携可能性
を検討するなかで、地区防災を支えるコミュニティエネルギーの可能性と課題を整理し、その
具体像と計画要件を明らかにした。これらのスタディを通し、防災性能に加え、環境性能と持
続可能性をあわせ持つ共助の地域づくりを目指し、その計画と評価、運営に至るデザイン手法
を提示した。 
並行して、電源・蓄電設備やエネルギー管理システムなど技術開発状況の調査、地区防災や
低炭素都市・地域づくり等に関するルールおよび社会動向の調査を実施した。また、事業所や
住民を対象にライフライン途絶時の課題と対応に関する調査を実施した。さらに、熊本地震
（2016 年）における供給系ライフライン途絶時の建物機能や避難所でのエネルギー消費実態に
関する調査を行った。 
 
４．研究成果 
主に首都圏を対象に、各地区を構成する施設や資源、ステークホルダー等に関する調査と、
事業所および住民へ災害に関する意識調査を行い、地区特性毎に供給系ライフライン途絶時の
事業継続・生活継続に求められる要件を整理した。 
これらの成果をふまえ、福祉避難所に指定されている公共施設を拠点に再生可能エネルギー
と車載用蓄電池等を活用したコミュニティエネルギーの具体像を提示した。平常時には、福祉
コミュニティの拠点として機能し、災害時には、当該施設の事業継続とともに地区防災を支え
るコミュニティエネルギーの拠点として機能することを想定し、その可能性と有用性を検討し
た。また、既存施設への設備導入や更新を前提とすることで、持続可能性にも配慮した。これ
らのスタディを通して、防災性能に加え、環境性能、持続可能性をあわせ持つ共助の地域づく



りのための計画と評価、運営の方向性を示した。 
本研究の成果は、今後のコミュニティエネルギーの方向性を示唆し、その形成・維持に寄与
するものと考える。 
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